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上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。

作成基準⽇︓2026年7⽉31⽇

• 騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
• 税引前分配⾦を再投資した基準価額の騰落率です。
• リスク（標準偏差）は、リターン(収益)の振れ幅のことを指します。

■設定来の基準価額の推移（Aコース）

• 分配⾦再投資基準価額は税引前分配⾦を再投資したものとして計算しています。
• 基準価額は信託報酬控除後の価額です。信託報酬率については上記「信託報酬」
欄をご参照ください。

• 設定⽇前⽇を10,000として指数化
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■分配実績（1万⼝当たり、税引前）

■Aコース（為替ヘッジなし）

• 運⽤状況によっては分配⾦が⽀払われない場合があります。

※販売会社によっては、「Aコース（為替ヘッジなし）」と「Bコース（為替ヘッジあり）」のどちらか⼀⽅のみのお取り扱いとなる場合があります。

基 準 価 額 25,387円

純 資 産 総 額 500(百万円)

決算期 Aコース
第9期(2022年6月3日) 0 円

第10期(2023年6月5日) 0 円

第11期(2024年6月3日) 0 円

第12期(2025年6月3日) 0 円
第13期(2026年6月3日) 0 円

設定来累計 0円

■基準価額の変動要因

• 為替については、ドル円の変動による影響を⽰しており、その他通貨の変動につ
いては資産要因に含まれています。

• 右記は概算値であり、実際の基準価額の変動を正確に説明するものではありま
せん。傾向を知るための参考値としてご覧ください。なお、2015年6⽉分より、基
準価額変動の資産要因をより正確に説明する観点から概算値の算出⽅法を
調整しております。

リスク
（標準偏差）

過 去 1 ヶ ⽉ -0.31% -
過 去 3 ヶ ⽉ 2.54% -
過 去 6 ヶ ⽉ 5.84% -
過 去 1 年 18.99% 6.83%
過 去 3 年 48.81% 8.87%
過 去 5 年 78.20% 9.04%
設 定 来 153.87% 10.20%

騰落率

■運⽤実績

設 定 ⽇ 2013年8⽉13⽇
信 託 期 間 2033年6⽉3⽇まで
決 算 ⽇ 原則6⽉3⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）
信 託 報 酬 ファンドの⽇々の純資産総額に対して年率1.43％（税抜1.30％）

（資産要因の内訳）
2026年6月 2026年7月

⾼配当株式 -119 円 293 円
債券 1 円 -41 円

投資適格債券 6 円 -18 円
ハイイールド債券 8 円 -9 円
新興国債券 -12 円 -15 円
先進国国債 0 円 0 円
転換社債 -1 円 1 円
優先証券 0 円 0 円

その他インカムアセット 33 円 3 円
その他（先物等） 112 円 -34 円

資産要因⼩計 27 円 221 円

2026年6月 2026年7月 設定来
資産 27 円 221 円 10,744 円
為替 471 円 -262 円 8,281 円
信託報酬 -36 円 -36 円 -3,255 円
分配⾦ 0 円 0 円 0 円
その他 -4 円 -2 円 -383 円

基準価額変動 458 円 -79 円 15,387 円

シュローダー・
インカムアセット・アロケーション（1年決算型）
Aコース(為替ヘッジなし) 愛称「グランツール1年」

シュローダー・
インカムアセット・アロケーション（1年決算型）
Aコース（為替ヘッジなし）愛称「グランツール1年」

マンスリー
レポート
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上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。

作成基準⽇︓2026年7⽉31⽇

• 騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
• 税引前分配⾦を再投資した基準価額の騰落率です。
• リスク（標準偏差）は、リターン(収益)の振れ幅のことを指します。

■設定来の基準価額の推移（Bコース）

■分配実績（1万⼝当たり、税引前）

■Bコース（為替ヘッジあり） ■運⽤実績
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基 準 価 額 11,632円

純 資 産 総 額 83(百万円)

• ヘッジコストはドル円のヘッジコストを⽰しています。
• 右記は概算値であり、実際の基準価額の変動を正確に説明するものではありま
せん。傾向を知るための参考値としてご覧ください。なお、2015年6⽉分より、基
準価額変動の資産要因をより正確に説明する観点から概算値の算出⽅法を調
整しております。

決算期 Bコース
第9期(2022年6月3日) 0 円

第10期(2023年6月5日) 0 円

第11期(2024年6月3日) 0 円

第12期(2025年6月3日) 0 円

第13期(2026年6月3日) 0 円

設定来累計 0 円

• 運⽤状況によっては分配⾦が⽀払われない場合があります。

※販売会社によっては、「Aコース（為替ヘッジなし）」と「Bコース（為替ヘッジあり）」のどちらか⼀⽅のみのお取り扱いとなる場合があります。

設 定 ⽇ 2013年8⽉13⽇
信 託 期 間 2033年6⽉3⽇まで
決 算 ⽇ 原則6⽉3⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）
信 託 報 酬 ファンドの⽇々の純資産総額に対して年率1.43％（税抜1.30％）

リスク
（標準偏差）

過 去 1 ヶ ⽉ 0.47% -

過 去 3 ヶ ⽉ 1.54% -

過 去 6 ヶ ⽉ -0.22% -

過 去 1 年 7.51% 7.66%

過 去 3 年 14.63% 6.53%

過 去 5 年 1.96% 7.17%

設 定 来 16.32% 7.75%

騰落率

• 分配⾦再投資基準価額は税引前分配⾦を再投資したものとして計算しています。
• 基準価額は信託報酬控除後の価額です。信託報酬率については上記「信託報酬」
欄をご参照ください。

• 設定⽇前⽇を10,000として指数化

■基準価額の変動要因 （資産要因の内訳）
2026年6月 2026年7月

⾼配当株式 -55 円 133 円

債券 0 円 -18 円

投資適格債券 3 円 -8 円

ハイイールド債券 3 円 -4 円

新興国債券 -6 円 -7 円

先進国国債 0 円 0 円

転換社債 0 円 1 円

優先証券 0 円 0 円

その他インカムアセット 15 円 1 円

その他（先物等） 52 円 -16 円

資産要因⼩計 12 円 100 円

2026年6月 2026年7月 設定来
資産 12 円 100 円 6,872 円

ヘッジコスト -29 円 -27 円 -3,172 円

信託報酬 -16 円 -16 円 -2,307 円

分配⾦ 0 円 0 円 0 円

その他 -6 円 -3 円 239 円

基準価額変動 -39 円 54 円 1,632 円

シュローダー・
インカムアセット・アロケーション（1年決算型）
Bコース（為替ヘッジあり）愛称「グランツール1年」

マンスリー
レポート
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上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。

作成基準⽇︓2026年7⽉31⽇

マザーファンドの投資対象ファンドである
「シュローダー・インターナショナル・セレクション・ファンド グローバル・マルチ・アセット・インカム」

■ポートフォリオ利回り ■通貨別構成⽐ ■地域別構成⽐
通貨 ⽐率

⽶ドル・その他先進国通貨 85.0%

新興国通貨 15.0%

合計 100.0%

地域 ⽐率
北⽶ 37.7%

欧州 21.3%

新興国 17.7%

アジア・オセアニア 13.1%

英国 5.5%

その他 4.7%

合計 100.0%

利回り
⾼配当株式 2.7%

債券 10.8%

その他インカムアセット 5.8%

ポートフォリオ全体 6.6%

■資産配分⽐率
⽐率

⾼配当株式 45.3%

債券 36.8%

その他インカムアセット 13.1%

キャッシュ等 4.7%

合 計 100.0%• 利回りの計算は委託会社の⾒解
に基づき⾏っています。

■過去1年間のポートフォリオ利回り（上段）と資産配分⽐率（下段）の推移
2025年 2026年

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

6.0% 6.2% 6.0% 5.9% 6.0% 5.9% 5.9% 6.9% 6.5% 6.3% 6.5% 6.6%
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⾼配当株式 債券 その他インカムアセット キャッシュ等

※「キャッシュ等」は、先物、ヘッジポジション等を考慮して算出したものです。
※配分および構成⽐率について、四捨五⼊により合計が100％にならない場合があります。

シュローダー・
インカムアセット・アロケーション（1年決算型）
Aコース(為替ヘッジなし)/Bコース(為替ヘッジあり) 愛称「グランツール1年」

マンスリー
レポート
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上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。

作成基準⽇︓2026年7⽉31⽇

■地域別構成⽐■業種別構成⽐

• 利回りの計算は委託会社の⾒解に基づき⾏っています。
• 平均格付はS&P・Moody's・Fitchの平均を採⽤。S&P表記法で記載。
• 平均格付とは、マザーファンドが投資するファンドにおける組⼊資産の信⽤格
付を加重平均したものであり、当ファンド⾃体の信⽤格付ではありません。

* 優先証券は含まれておりません。

平均配当利回り 2.7%

組⼊銘柄数 665銘柄

■債券ポートフォリオ特性
デュレーション(年) 4.1

平均利回り 10.8%

平均格付* BBB+

組⼊銘柄数* 893銘柄

■債券組⼊⽐率
⽐率

ハイイールド債券 16.7%

投資適格債券 10.9%

新興国債券 8.1%

先進国国債 0.0%

転換社債 1.1%

優先証券 0.0%

債 券 合 計 36.8%
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■過去1年間の債券組⼊⽐率の推移

■⾼配当株式部分の状況

■債券部分の状況

⾦融
26.3%

資本財・
サービス
14.4%

情報技術
12.5%

ヘルスケア
12.4%

素材
7.5%

⼀般消費
財・サービス

5.9%

エネルギー
5.4%

コミュニケーショ
ン・サービス

5.3%

公益事業
5.1%

不動産
2.9%

⽣活必需品
2.2%

北⽶
40.2%

欧州
26.6%

アジア・オ
セアニア
16.5%

新興国
9.5%

英国
7.1%

※構成⽐について、四捨五⼊により合計が100％
にならない場合があります。

シュローダー・
インカムアセット・アロケーション（1年決算型）
Aコース(為替ヘッジなし)/Bコース(為替ヘッジあり) 愛称「グランツール1年」

マンスリー
レポート
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上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。

作成基準⽇︓2026年7⽉31⽇

■⽉次コメント

※ 上記は、マザーファンドの投資対象ファンドである「シュローダー・インターナショナル・セレクション・ファンド グローバル・マルチ・アセット・インカム」の運⽤概
況および運⽤⽅針を基に作成しております。

※ 上記の「運⽤概況」は投資対象ファンドのリターンに関する説明であり、インカムアセット・アロケーション(1年決算型)(以下ファンド)の基準価額の推移
に関する他の記述とは⼀部整合しない場合があります。これは、ファンドでは外貨建通貨の取引に伴う為替変動またはヘッジコストの影響を受けること、
またファンドと投資対象ファンドではリターンの評価の時点等が⼀致しない場合があること、その他の要因によります。

シュローダー・
インカムアセット・アロケーション（1年決算型）
Aコース(為替ヘッジなし)/Bコース(為替ヘッジあり) 愛称「グランツール1年」

マンスリー
レポート

【市況概況】
7⽉、先進国株式市場は上昇しました。⾦利が⾼い⽔準で推移する中、堅調な企業業績の発表が⽀援材料となりました。これまで上昇を牽引して
いたグロース銘柄から、よりバリュエーションが低い銘柄に資⾦が流⼊し、ローテーションの動きが⾒られました。新興国株式市場は、韓国や台湾が軟調
に推移したことを受け下落しました。債券市場については、原油価格の動きに左右されました。原油価格はイランと⽶国の再度の関係悪化に対する
懸念から上昇し、⾦利上昇圧⼒がかかりました。⽶国債イールドカーブはスティープ化し、30年債利回りは2007年以来の⽔準を付けました。クレジット
市場では、⼈⼯知能（AI）関連銘柄のスプレッドが拡⼤しました。そのほか、コモディティ市場では、産業⽤⾦属は上昇しました。

【運⽤概況】
7⽉、⾼配当株式の保有が主なプラス効果となりました。欧州株式は、⾦融セクターが堅調に推移したほか、割安感のあるセクターへの資⾦シフトから
恩恵を受けました。また、コモディティ関連株式もエネルギー価格の⾼⽌まりを受けて堅調に推移しました。そのほか、主要債券市場で⾦利が上昇する
環境下、投資適格社債やハイイールド債券、新興国債券の保有はマイナス効果となりました。
当⽉、株式の組み⼊れ⽐率を引き上げました。バリュエーション⾯での魅⼒が⾼まっていることに加え、政策⽀援からも恩恵を受けると考える中国テクノ
ロジー関連株式を組み⼊れました。また、⽶国株式のエクスポージャーも拡⼤しました。⼀⽅、⽶国投資適格社債の組み⼊れ⽐率を⼩幅に削減しま
した。

【今後の⾒通しと運⽤⽅針】
エネルギー価格の下落や⽐較的落ち着いたインフレ指標にもかかわらず、⽶国債利回りがほとんど低下していないことは興味深く、債券市場の焦点は、
より構造的な問題へと移りつつあるように⾒受けられます。第⼀に、現政権は財政規律に対してほとんど配慮を⽰しておらず、最新の予測によれば、⽶
国の政府債務残⾼対GDP⽐率は2030年までに130％を超える⾒通しです。財政状況が最終的にどのように解決されるかは依然として不透明です
が、⽶国および世界の⻑期⾦利が現在のペースで上昇し続ける場合、その影響が顕在化する時期は想定よりも早まる可能性があります。問題は⾚
字の規模だけではありません。政治的には、⼀般有権者に影響を与えるような財政⾚字削減策を可決することが極めて困難になっています。2026年
11⽉の中間選挙と2028年の⼤統領選挙を控えるなか、⼤幅な⾚字削減策が実施される可能性はほぼないと考えられます。信頼できる財政再建
計画が存在しない以上、残されているのは問題の先送りを図る限定的な対応策だけです。そのため、当戦略では⽬標とするインカム収益を確保しな
がら、引き続きデュレーションを低位に保っています。さらに、財政問題がどのような形で決着するとしても、⼤きなインフレ圧⼒を伴う可能性が⾼いと考
えています。歴史的に⾒ると、このような環境下で安定して優れたパフォーマンスを⽰した資産は限られており、その中でもコモディティは際⽴った存在で
す。そのため、エネルギーおよび素材セクターへの選好姿勢を強めています。幅広い株式市場に⽬を向けると、AIテーマは引き続き市場の話題を独占
しており、株価変動の主要なドライバーとなっています。AI関連銘柄の多くは調整局⾯から⼤きく反発しましたが、投資収益率に関する最も重要な問
いには依然として明確な答えが出ていません。また、中国のオープンソースAIモデルが急速に⽶国勢へ追いつき始めており、同等の性能をより低いコス
トで提供するようになっています。過去30年間の国際経済を振り返ると、価格競争で中国に勝てた国はほとんどありません。この⾒⽅を反映し、中国
の⼤型テクノロジー企業を選好しています。最後に、⾦融セクターへの選好を維持しています。銀⾏セクターには複数の構造的な追い⾵があり、中でも
重要なのは、銀⾏は⾦利上昇の恩恵を最も受けやすい業種の⼀つであるという点です。歴史的に⾒ても、銀⾏株式の相対パフォーマンスとイールド
カーブのスティープ化には強い相関があり、2026年もその関係が明確に表れています。市場の注⽬が再び⽶国の悪化する財政⾒通しへ向かうなか、
イールドカーブの再スティープ化が進む可能性があります。そのような環境下では、銀⾏株式はポートフォリオの重要な構成要素となり、銀⾏は⾦利上
昇の恩恵を受ける⼀⽅で、他の景気敏感株式は⼤幅な⾦利上昇によって逆⾵にさらされる可能性があると考えます。
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委託会社︓シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社 [設定・運⽤等]
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第90号
加⼊協会／⼀般社団法⼈資産運⽤業協会、⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

受託会社︓三井住友信託銀⾏株式会社 ［信託財産の管理等］
販売会社︓販売会社については、下記ご参照（五⼗⾳順）。 ［募集の取り扱い等］

■ファンドの関係法⼈

本資料に関するご留意事項
■本資料は、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「弊社」といいます。）が設定した投資信託に関する商品説明資料であり、法令に基づく開⽰書
類ではありません。■投資信託は、⾦融機関の預貯⾦と異なり、元⾦および利息が保証されている商品ではありません。投資信託は、預⾦または保険契約ではなく、預⾦
保険および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。投資信託は、銀⾏等登録⾦融機関でお申込みいただいた場合は、投資者保護基⾦の⽀払対象ではあ
りません。■本資料に⽰されている運⽤実績、データ等は過去のものであり、将来の投資成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。投資資産および投資によりも
たらされる収益の価値は上⽅にも下⽅にも変動し、投資元本を毀損する場合があります。また外貨建て資産の場合は、為替レートの変動により投資価値が変動します。
■本資料は、作成時点において弊社が信頼できると判断した情報に基づいて作成されておりますが、弊社はその内容の正確性あるいは完全性について、これを保証するも
のではありません。■本資料中に記載されたシュローダーの⾒解は、策定時点で知りうる範囲内の妥当な前提に基づく所⾒や展望を⽰すものであり、将来の動向や予測の
実現を保証するものではありません。市場環境やその他の状況等によって将来予告なく変更する場合があります。■本資料中に個別銘柄についての⾔及がある場合は例
⽰を⽬的とするものであり、当該個別銘柄等の購⼊、売却などいかなる投資推奨を⽬的とするものではありません。また当該銘柄の株価の上昇または下落等を⽰唆するも
のでもありません。■本資料中に含まれる第三者機関提供のデータは、データ提供者の同意なく再製、抽出、あるいは使⽤することが禁じられている場合があります。第三
者機関提供データはいかなる保証も提供いたしません。第三者提供データに関して、本資料の作成者あるいは提供者はいかなる責任を負うものではありません。■お申し
込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。
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B
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登録番号 ⽇本証券業協会 ⼀般社団法⼈
資産運⽤業協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物
取引業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商品
取引業協会

○ 株式会社　秋⽥銀⾏ 登録⾦融機関 東北財務局⻑（登⾦）第2号 ○

○ ○ 株式会社イオン銀⾏(委託⾦融商品取引業者:マ
ネックス証券株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第633号 ○

○ 株式会社　池⽥泉州銀⾏ 登録⾦融機関 近畿財務局⻑（登⾦）第6号 ○ ○
○ ○ ＳＭＢＣ⽇興証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第2251号 ○ ○ ○ ○

○ ○ 株式会社SBI証券
※右の他に⼀般社団法⼈⽇本STO協会にも加⼊ ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○ ○

○ ○ 株式会社SBI新⽣銀⾏(委託⾦融商品取引業者:

株式会社SBI証券、マネックス証券株式会社) 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○

○ 株式会社　滋賀銀⾏ 登録⾦融機関 近畿財務局⻑（登⾦）第11号 ○ ○
○ ○ ⼗六ＴＴ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第188号 ○

○ ○ ソニー銀⾏株式会社
※右の他に⼀般社団法⼈⽇本STO協会にも加⼊ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第578号 ○ ○ ○

○ ○ 東海東京証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第140号 ○ ○ ○ ○
○ 広島信⽤⾦庫 登録⾦融機関 中国財務局⻑（登⾦）第44号 ○
○ フィリップ・キャピタル証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第127号 ○ ○
○ ○ 松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第164号 ○ ○
○ ○ マネックス証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第165号 ○ ○ ○ ○
○ ○ 楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

取扱いファンドおよび加⼊している⾦融商品取引業協会について○で記しております。
※上記の販売会社は今後変更となる場合があります。
※販売会社によって新規のご購⼊の取扱いを⾏っていない場合やお申込みの⽅法・条件等が異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

⾦融商品取引業者等の名称


